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承認第４号・第５号関係共通資料 

 

  

 

 

１ 背景 

  本件は、令和６年度地方税法等の改正に伴い、市民税、固定資産税、都市計画税及び  

軽自動車税に関し、専決処分により御殿場市税賦課徴収条例及び御殿場市都市計画税条例に

ついてそれぞれ所要の改正を行ったものです。 

 

２ 改正条例 

 (1) 御殿場市税賦課徴収条例 

 (2) 御殿場市都市計画税条例 

 

３ 主な改正内容 

(1)  市民税関係 

  ア 個人市民税の定額減税措置に係る規定の新設 

イ 公益信託の見直しに伴う寄附金税額控除の規定の整備 

ウ 公益法人等に係る課税特例の削除 

エ 職権による減免を可能とする規定の追加 

オ 法律等の改正による参照条項のずれの改正 

(2) 固定資産税及び都市計画税関係 

ア 評価替えに伴う土地の固定資産税及び都市計画税の特例の延長 

イ 職権による減免を可能とする規定の追加 

ウ 新築の長期優良住宅等に対する減額規定の整備 

エ 地域決定型地方税制特例措置（いわゆる「わがまち特例」）に係る規定の追加 

オ 法律等の改正による参照条項のずれの改正 

(3) 軽自動車税関係 

アメリカ合衆国の軍隊の構成員等が所有する軽自動車に係る軽自動車税の種別割の徴収

方法の拡充について規定 

 

４ 施行日（御殿場市税賦課徴収条例の一部を改正する条例等関係） 

(1) 原則 令和６年４月１日（次に掲げるものを除く。） 

(2) 個人市民税（公益信託の見直しに伴う寄附金税額控除の規定の整備及び公益法人等に  

御殿場市税賦課徴収条例 

御殿場市都市計画税条例 
の改正概要 
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係る課税特例の削除に係る改正） 公益信託に関する法律の施行の日の属する年の翌年の

１月１日 

(3) 固定資産税（私立学校法の一部を改正する法律の改正に伴う改正） 令和７年４月１日 
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承認第６号関係資料 

 

御殿場市国民健康保険税条例の改正概要 

 

１ 背景 

低所得者階層に対する国民健康保険税の負担の軽減を図るため、納税義務者及び世帯

に属する被保険者の所得の合算額が一定額以下の場合には、被保険者均等割額及び世帯

別平等割額について、地方税法施行令で定める基準に従い、条例で定める額を軽減した

後に賦課しています。今回、令和６年３月３０日に公布された地方税法施行令の一部 

改正により、軽減対象となる所得基準額が引き上げられ、軽減対象世帯の拡大が図られ

ました。 

  これらに伴い、関連する御殿場市国民健康保険税条例の一部を改正するものです。 

 

２ 具体的な改正内容 

 (1) ５割軽減の拡大（軽減対象となる所得基準額の引き上げ） 

  【従前】  基準額 ４３万円＋給与所得者等の数（※１）－１×１０万円 

＋２９万円× 被保険者数（※２） 

       （具体例 ３人世帯の場合：給与収入 約１９７万円（未満）） 

  【改正後】 基準額 ４３万円＋給与所得者等の数（※１）－１×１０万円 

＋２９．５万円× 被保険者数（※２） 

       （具体例 ３人世帯の場合：給与収入 約１９９万円（未満）） 

 (2) ２割軽減の拡大（軽減対象となる所得基準額の引き上げ） 

  【従前】  基準額 ４３万円＋給与所得者等の数（※１）－１×１０万円 

＋５３．５万円× 被保険者数（※２）  

       （具体例 ３人世帯の場合：給与収入 約３０２万円（未満）） 

  【改正後】 基準額 基準額 ４３万円＋給与所得者等の数（※１）－１×１０万円 

＋５４．５万円× 被保険者数（※２） 

       （具体例 ３人世帯の場合：給与収入 約３０６万円（未満）） 

 （※７割軽減は従前のとおり  基準額 ４３万円以下） 

 

※１ 一定の給与所得者（給与収入５５万円超）及び公的年金等に係る所得を有する者 

（公的年金等の収入金額６０万円超（６５歳未満）又は１１０万円超（６５歳以上）） 

※２ 同じ世帯の中で国民健康保険から後期高齢者医療に移行した被保険者を含む。 
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（参考）令和６年度国保税率・税額（均等割額２分の１軽減適用） 

         区分 

  内容 
医療保険分 

後期高齢者 

支援金分 

介護納付金分 

※40 歳以上 65 歳未満 

計 

（介護納付金分含む） 

◆所得割額 6.0％ 2.3％ 2.0％ 10.3％ 

◆被保険者均等割額 12,000 円 4,800 円 7,200 円 24,000 円 

 ○７割軽減（軽減後税額） 

 ○５割軽減（軽減後税額） 

 ○２割軽減（軽減後税額） 

3,600 円 

6,000 円 

9,600 円 

1,440 円 

2,400 円 

3,840 円 

2,160 円 

3,600 円 

5,760 円 

7,200 円 

12,000 円 

19,200 円 

◆世帯平等割額 

 ※特定世帯及び特定継続世帯以外 
21,600 円 7,800 円  29,400 円 

 ○７割軽減（軽減後税額） 

 ○５割軽減（軽減後税額） 

 ○２割軽減（軽減後税額） 

6,480 円 

10,800 円 

17,280 円 

2,340 円 

3,900 円 

6,240 円 

 

8,820 円 

14,700 円 

23,520 円 
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議案第３３号関係資料 

 

道路維持管理用公用車（モーターグレーダー）の取得について 

 

１ 事業の趣旨 

モーターグレーダーは、除雪及び未舗装道路の不陸整正等に使用する車両ですが、既存の

車両は昭和５７年の導入から４０年以上が経過し、不具合が多く発生していることから、 

より効率的で安全な作業が可能な新しい車両に更新するものです。 

 

２ 基本仕様 

(1) 車種              モーターグレーダー（新車） 

(2) ブレード幅           ３．０ｍ以上 

 

３ 主要諸元 

(1) 全  長（走行姿勢）      ８，０００ｍｍ以下 

(2) 全  幅（車体本体）      ２，２００ｍｍ以下 

(3) 全  高（黄色灯火上端まで）  ３，７００ｍｍ以下 

(4) 車両総質量           １１，０００ｋｇ以上１３，０００ｋｇ以下 

(5) 乗車定員            １人又は２人 

(6) エンジン            定格出力９０．０ｋＷ以上（ディーゼル） 

(7) タイヤ             １１：００－２０－１６ＰＲ ノーマルタイヤ 

 

４ 主な付属装置及び付属品 

(1) 前方作業灯                       ４灯以上 

(2) 後方作業灯                       １灯以上 

(3) 前部霧灯又は前部作業灯                   ２灯 

(4) 黄色灯火（前・後：散光式またはＬＥＤ式）          一式 

(5) バックブザー（後方１ｍにおいて、音圧８０ｄＢ（Ａ）以上）  一式 

(6) 後退時障害物検知警報システム                一式 

(7) 後方確認カメラ及びモニタ                  一式 

(8) タイヤチェーンＫ型（亀甲型）                ６本 

(9) スタッドレスタイヤ（ホイール付き）             ６本 
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議案第３４号関係資料 

 

静岡県後期高齢者医療広域連合規約の変更について 

 

１ 変更の概要 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正 

する法律（令和５年法律第４８号）が令和６年１２月２日に施行されることにより、現行の 

被保険者証が発行されなくなることに伴い、静岡県後期高齢者医療広域連合規約（以下 

「広域連合規約」という。）中の「被保険者証及び資格証明書」の文言を改めるものです。 

  なお、広域連合規約の変更に際しては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１

条の３第１項の規定により、県内全市町の議会の議決を経て、県内全市町の協議によって 

これを定め、県知事に許可申請を行います。 

 

○地方自治法（抄） 

 

２ 施行期日 

  令和６年１２月２日 

 

（組織、事務及び規約の変更） 

第２９１条の３ 広域連合は、これを組織する地方公共団体の数を増減し若しくは処理

する事務を変更し、又は広域連合の規約を変更しようとするときは、関係地方公共団

体の協議によりこれを定め、都道府県の加入するものにあつては総務大臣、その他の

ものにあつては都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、次条第１項第

６号若しくは第９号に掲げる事項又は前条第１項若しくは第２項の規定により広域連

合が新たに事務を処理することとされた場合（変更された場合を含む。）における当

該事務のみに係る広域連合の規約を変更しようとするときは、この限りでない。 

２から８まで 【略】 

 

（議会の議決を要する協議） 

第２９１条の１１ 第２８４条第３項、第２９１条の３第１項及び第３項、前条第１項

並びに第２９１条の１３において準用する第２８９条の協議については、関係地方公

共団体の議会の議決を経なければならない。 
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同意第５号関係資料 

 

御殿場市監査委員候補者経歴概要  

 

氏 名   榊原 敏彦（さかきばら としひこ） 

 

住 所   【略】  

 

生年月日   【略】  

 

学 歴   【略】  

 

職 歴   【略】  

 

 

 

公 職 歴   【略】  
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諮問第１号関係資料 

 

人権擁護委員候補者経歴概要  

 

氏  名   芹澤 惠子（せりざわ けいこ）  

 

住  所   【略】 

 

生年月日   【略】 

 

学  歴   【略】 

 

        

 

職 歴   【略】 

           

 

公 職 歴   【略】 

            

 

        

        

        

        

        

        

        

 

 

 

 

 

 

 


